
※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

基幹
事業

効果
促進
事業
等

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のう
ち、特定市町村又は特
定都道県以外の者が
負担する額を減じた額

(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
効果促進事業等の場

合
（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）
(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

12 ○ D-17-1
都市再生区画整理事業
（都市再生事業計画案作
成事業）

（陸前高田市）
今泉地区

市
直轄調査の進捗状況に対応し、24年度中の事業認可に向け、①測量、②事業認可前各種申請書等作
成、③土地及び権利調査、④基本設計、⑤事業計画認可申請書作成、⑥先行地区粗造成設計及び仮
設工設計、⑦ボーリング調査・弾性波探査調査を実施。

1/2 211,300 211,300 158,475

13 ○ D-17-2
都市再生区画整理事業
（都市再生事業計画案作
成事業）

（陸前高田市）
高田地区

市
直轄調査の進捗状況に対応し、25年度中の都市計画決定、事業認可に向け、①測量、②事業認可前
各種申請書等作成、③土地及び権利調査、④基本設計、⑤事業計画認可申請書作成、⑥先行地区粗
造成設計及び仮設工設計、⑦ボーリング調査・弾性波探査調査を実施。

1/2 292,100 292,100 219,075

15 ○ D-23-1
防災集団移転促進事業
（計画策定事業）

（陸前高田市）
長部地区

市
直轄調査の進捗状況に対応し、先行する長部地区の事業認可に向け、①測量、②開発許可申請ある
いは事業計画書等作成、③林地開発許可申請書、農地転用許可申請書等作成、④権利調査および意
向確認支援、⑤詳細設計、⑥地質調査を実施。

1/2 156,600 156,600 117,450

合計額 660,000 660,000 495,000

担当者氏名

メールアドレス

（注）「事業番号」は、基幹事業については、「（制度要綱別表の番号）-（同一事業計画中の同種の事業の通し番号）」、効果促進事業等については、「◆（最も関連する基幹事業の事業番号）－（最も関連する基幹事業ごとの通し番号）」となるよう記載する。

（注）「事業名」は実施する事業の内容がわかるように任意の名称を記載する。

（注）「基本国費率」は、各交付担当大臣が定める交付要綱に規定される国費率を指す。（制度要綱第２の１の(３）におけるｂと同様）

（注）「年度間調整額（国費）（e）」は前年度に制度要綱第１の７の④に該当し、様式３を提出した場合に、または事業の進捗に遅れが生じ基金残高がある場合に、様式３の翌年度交付額調整額を記載する。

（注）基金を造成して復興交付金事業等を実施する場合には、（＊）の(b)欄には、当該年度に実施する事業の事業費を、（c）欄には事業費のうち特定市町村又は特定都道県以外の者が負担する額を減じた額を、（d）欄には基金からの取崩額を記載する。

備　考
（市町村名）
地区名
施設名

事業
実施
主体

No.

事業の種類

事業番号 事業名

担当部局名

（様式１－４①）

陸前高田市復興交付金事業計画　平成23年度　復興交付金事業等（陸前高田市（町村）交付分）

省庁名：国土交通省 平成24年1月時点

当該年度の
事業概要

基本
国費率
（a）

当該年度（＊） 年度間調整額
（該当する場合のみ記載）

財政課 課長補佐　佐藤　伯一

rt0546@city.rikuzentakata.iwate.jp市町村名 陸前高田市 電話番号 0192-54-2111

都道県名 岩手県



（単位：千円）

基幹
事業

効果
促進
事業
等

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のう
ち、特定市町村又は特
定都道県以外の者が
負担する額を減じた額

(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
効果促進事業等の場

合
（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）
(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

1 ○ A-1-1
広田・小友・米崎統合中学
校整備事業（校舎整備事
業）

（陸前高田市）
広田・小友・米
崎統合中学校

市
将来の生徒数の推移を見据えながら、生徒の安全と教育環境の充実、まちづくりとの連動を観点とした
学校づくり、再編を推進する。うち、平成24年度は基本計画策定分を計上。

1/2 10,000 10,000 7,500

2 ○
◆A-1-1-
1

小中学校の体育活動バス
運行事業

（陸前高田市）
高田、気仙、長
部、小友、竹駒
の各小学校
第一、気仙、米
崎、小友、広
田、横田の各
中学校

市
被災あるいは応急仮設住宅の建設により、校庭や体育館、プールが使用できなくなった小中学校におい
て、基幹事業による学校再建や仮設住宅解消までの期間、市内外運動施設等で体育授業を行うための
送迎バスを運行する（民間委託）。

21,442 21,442 17,153

3 ○
◆A-1-1-
2

仮設校庭整備事業

（陸前高田市）
米崎小学校
第一中学校
米崎中学校

市
被災あるいは応急仮設住宅の建設により、校庭が使用できない小中学校について、基幹事業による学
校再建や仮設住宅解消までの期間、周辺の民有地を借り上げ、仮設校庭を整備する。
平成24年1月申請は全体事業費（90,000千円）のうち、測量設計費（15,000千円）のみ計上。

15,000 15,000 12,000

4 ○
◆A−1-1-
3

復興簡易宿泊施設整備事
業

（陸前高田市）
矢作地区

市
津波により市内の宿泊施設の大半が失われた本市において、復興事業従事者やボランティア等の宿泊
需要を緊急に充足させるため、廃校となった旧市立矢作小学校を簡易宿泊施設として再整備するととも
に、初年度は試験的に無償供用させるために必要な管理運営費（民間委託）を計上する。

82,000 82,000 65,600

5 ○
◆A-1-1-
4

広田・小友・米崎統合中学
校整備事業（用地取得事
業）

（陸前高田市）
広田・小友・米
崎統合中学校

市
将来の生徒数の推移を見据えながら、生徒の安全と教育環境の充実、まちづくりとの連動を観点とした
学校づくり、再編を推進する。うち、平成24年1月申請分として、用地測量･調査費を計上。

10,000 10,000 8,000

6 ○ A-2-1
広田小学校屋内運動場耐
震補強工事

（陸前高田市）
広田小学校

市
避難所として指定されている広田小学校屋内運動場の耐震化を図り、教育環境の適切な改善と災害時
に安心して使用できるよう安全性を強化する。（平成24年度：耐震補強工事）

1/2 20,000 20,000 15,000

7 ○ A-4-1
復興事業地埋蔵文化財発
掘調査事業

（陸前高田市）
竹駒、下矢作、
今泉、長部、高
田、米崎、小
友、広田地区

市
復興事業、個人開発地に係る遺跡の試掘調査、遺物に係る整理、記録等を行う。
平成24年度分としては、当面の調査費として、周知遺跡包蔵地での開発が決定している米崎地区の
3,000㎡分のみ計上する。

1/2 30,375 30,375 22,781

合計額 188,817 188,817 148,034

担当者氏名

メールアドレス

（注）「事業番号」は、基幹事業については、「（制度要綱別表の番号）-（同一事業計画中の同種の事業の通し番号）」、効果促進事業等については、「◆（最も関連する基幹事業の事業番号）－（最も関連する基幹事業ごとの通し番号）」となるよう記載する。

（注）「事業名」は実施する事業の内容がわかるように任意の名称を記載する。

（注）「基本国費率」は、各交付担当大臣が定める交付要綱に規定される国費率を指す。（制度要綱第２の１の(３）におけるｂと同様）

（注）「年度間調整額（国費）（e）」は前年度に制度要綱第１の７の④に該当し、様式３を提出した場合に、または事業の進捗に遅れが生じ基金残高がある場合に、様式３の翌年度交付額調整額を記載する。

（注）基金を造成して復興交付金事業等を実施する場合には、（＊）の(b)欄には、当該年度に実施する事業の事業費を、（c）欄には事業費のうち特定市町村又は特定都道県以外の者が負担する額を減じた額を、（d）欄には基金からの取崩額を記載する。

平成24年１月時点

年度間調整額
（該当する場合のみ記載）

（様式１－４①）

陸前高田市復興交付金事業計画　平成24年度　復興交付金事業等（陸前高田市交付分）

省庁名：文部科学省

No.

事業の種類

事業名
事業
実施
主体

事業番号 備　考
当該年度の
事業概要

（市町村名）
地区名
施設名

当該年度（＊）

基本
国費率
（a）

担当部局名 財政課

市町村名 陸前高田市 電話番号

課長補佐　佐藤　伯一

rt0546@city.rikuzentakata.iwate.jp

都道県名 岩手県

0192-54-2111



（単位：千円）

基幹
事業

効果
促進
事業
等

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のう
ち、特定市町村又は特
定都道県以外の者が
負担する額を減じた額

(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
効果促進事業等の場

合
（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）
(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

8 ○ C-7-1
水産業共同利用施設復興
整備事業

（陸前高田
市）

長部漁港
脇之沢漁港

市

漁業・水産業の早期復興を図るため、長部漁港水産加工団地をはじめ長部漁港及び脇之沢漁港の背後
地への民間団体における水産加工流通施設の整備を促進する。
なお、当該年度は当該事業に参加する民間団体の選定を行うとともに、早期整備を希望する団体による
施設整備を行う。

1/2 1,010,000 883,750 694,375

合計額 1,010,000 883,750 694,375

担当者氏名

メールアドレス

（注）「事業番号」は、基幹事業については、「（制度要綱別表の番号）-（同一事業計画中の同種の事業の通し番号）」、効果促進事業等については、「◆（最も関連する基幹事業の事業番号）－（最も関連する基幹事業ごとの通し番号）」となるよう記載する。

（注）「事業名」は実施する事業の内容がわかるように任意の名称を記載する。

（注）「基本国費率」は、各交付担当大臣が定める交付要綱に規定される国費率を指す。（制度要綱第２の１の(３）におけるｂと同様）

（注）「年度間調整額（国費）（e）」は前年度に制度要綱第１の７の④に該当し、様式３を提出した場合に、または事業の進捗に遅れが生じ基金残高がある場合に、様式３の翌年度交付額調整額を記載する。

（注）基金を造成して復興交付金事業等を実施する場合には、（＊）の(b)欄には、当該年度に実施する事業の事業費を、（c）欄には事業費のうち特定市町村又は特定都道県以外の者が負担する額を減じた額を、（d）欄には基金からの取崩額を記載する。

平成24年１月時点

年度間調整額
（該当する場合のみ記載）

（様式１－４①）

陸前高田市復興交付金事業計画　平成24年度　復興交付金事業等（陸前高田市交付分）

省庁名：農林水産省

No.

事業の種類

事業名
事業
実施
主体

事業番号 備　考
当該年度の
事業概要

（市町村
名）

地区名
施設名

当該年度（＊）

基本
国費率
（a）

担当部局名 財政課

市町村名 陸前高田市 電話番号

課長補佐　佐藤　伯一

rt0546@city.rikuzentakata.iwate.jp

都道県名 岩手県

0192-54-2111



※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

基幹
事業

効果
促進
事業
等

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のう
ち、特定市町村又は特
定都道県以外の者が
負担する額を減じた額

(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
効果促進事業等の場

合
（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）
(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

9 ○ D-4-1
災害公営住宅整備事業
(下和野地区)

（陸前高田市）
高田

市
高田町下和野地区の120戸分について、平成25年度中の完成を目指し、用地買収、測量調査設計、宅地
造成工事を実施、一部建築工事に着手する。

3/4 1,474,500 1,474,500 1,290,187

10 ○ D−15-1
津波復興拠点整備事業
［高田東地区］

（陸前高田市）
高田地区

市
整備計画の策定、都市計画決定、測量・造成実施設計、用地買収等を実施する。
うち、平成24年1月申請では、測量・調査・設計費を計上。

1/2 342,420 342,420 256,815

11 ○ D−15-2
津波復興拠点整備事業
［高田西地区］

（陸前高田市）
高田地区

市
年度前半の「一団地の津波防災拠点市街地形成施設」としての都市計画決定を目指すとともに、津波復
興拠点整備のための用地取得及び津波防災まちづくり拠点として機能するコミュニティホールの設計（実
施）を実施する。

1/2 40,000 40,000 30,000

12 ○ D−17-1
都市再生区画整理事業
（都市再生事業計画案作
成事業）

（陸前高田市）
今泉地区

市 平成24年度中の都市計画決定、事業認可に向けて、測量、調査設計、地質調査等を実施する。 1/2 234,500 234,500 175,875

13 ○ D−17-2
都市再生区画整理事業
（都市再生事業計画案作
成事業）

（陸前高田市）
高田地区

市 平成25年度中の都市計画決定、事業認可に向けて、測量、調査設計、地質調査等を実施する。 1/2 262,300 262,300 196,725

14 ○ D−21-1
下水道事業（新市街地汚
水管路等整備事業）

（陸前高田市）
高田地区

市
平成24年度は高台移転や病院などの公共施設の整備が予定される高田町和野地区の汚水管路の整備
を進める。

1/2 170,000 170,000 127,500

15 ○ D-23-1
防災集団移転促進事業
（計画策定事業）

（陸前高田市）
長部地区

市
移転希望住民による協議会等の立ち上げが進む長部地区について、測量、調査設計、地質調査等を実
施する。

1/2 183,400 183,400 137,550

合計額 2,707,120 2,707,120 2,214,652

担当者氏名

メールアドレス

（注）「事業番号」は、基幹事業については、「（制度要綱別表の番号）-（同一事業計画中の同種の事業の通し番号）」、効果促進事業等については、「◆（最も関連する基幹事業の事業番号）－（最も関連する基幹事業ごとの通し番号）」となるよう記載する。

（注）「事業名」は実施する事業の内容がわかるように任意の名称を記載する。

（注）「基本国費率」は、各交付担当大臣が定める交付要綱に規定される国費率を指す。（制度要綱第２の１の(３）におけるｂと同様）

（注）「年度間調整額（国費）（e）」は前年度に制度要綱第１の７の④に該当し、様式３を提出した場合に、または事業の進捗に遅れが生じ基金残高がある場合に、様式３の翌年度交付額調整額を記載する。

（注）基金を造成して復興交付金事業等を実施する場合には、（＊）の(b)欄には、当該年度に実施する事業の事業費を、（c）欄には事業費のうち特定市町村又は特定都道県以外の者が負担する額を減じた額を、（d）欄には基金からの取崩額を記載する。

市町村名 陸前高田市 電話番号

課長補佐　佐藤　伯一

rt0546@city.rikuzentakata.iwate.jp

都道県名 岩手県 担当部局名

平成24年1月時点

年度間調整額
（該当する場合のみ記載）

0192-54-2111

備　考
当該年度の
事業概要

当該年度（＊）

財政課

（様式１－４①）

陸前高田市復興交付金事業計画　平成24年度　復興交付金事業等（陸前高田市（町村）交付分）

省庁名：国土交通省

No.

事業の種類

事業名
事業
実施
主体

基本
国費率
（a）

事業番号
（市町村名）
地区名
施設名



※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

基幹
事業

効果
促進
事業
等

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のう
ち、特定市町村又は特
定都道県以外の者が
負担する額を減じた額

(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
効果促進事業等の場

合
（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）
(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

16 ○ E-1-1 浄化槽設置整備復興事業

（陸前高田市）
竹駒、下矢作、
長部、米崎、小
友、広田地区

市

被災住宅の移転再建に際し、各戸による浄化槽を設置を支援する。
事業全体としては、市内総被災戸数1,178戸（公共下水道で対応する高田、今泉地区を除く全半壊戸数）
から災害公営住宅入居者等を除外した900戸分程度を想定するが、当該年度は当面の設置に対応する
100戸分のみを計上する。

1/2 35,200 35,200 26,400

合計額 35,200 35,200 26,400

担当者氏名

メールアドレス

（注）「事業番号」は、基幹事業については、「（制度要綱別表の番号）-（同一事業計画中の同種の事業の通し番号）」、効果促進事業等については、「◆（最も関連する基幹事業の事業番号）－（最も関連する基幹事業ごとの通し番号）」となるよう記載する。

（注）「事業名」は実施する事業の内容がわかるように任意の名称を記載する。

（注）「基本国費率」は、各交付担当大臣が定める交付要綱に規定される国費率を指す。（制度要綱第２の１の(３）におけるｂと同様）

（注）「年度間調整額（国費）（e）」は前年度に制度要綱第１の７の④に該当し、様式３を提出した場合に、または事業の進捗に遅れが生じ基金残高がある場合に、様式３の翌年度交付額調整額を記載する。

（注）基金を造成して復興交付金事業等を実施する場合には、（＊）の(b)欄には、当該年度に実施する事業の事業費を、（c）欄には事業費のうち特定市町村又は特定都道県以外の者が負担する額を減じた額を、（d）欄には基金からの取崩額を記載する。

平成24年１月時点

年度間調整額
（該当する場合のみ記載）

（様式１－４①）

陸前高田市復興交付金事業計画　平成24年度　復興交付金事業等（陸前高田市交付分）

省庁名：環境省

No.

事業の種類

事業名
事業
実施
主体

事業番号 備　考
当該年度の
事業概要

（市町村名）
地区名
施設名

当該年度（＊）

基本
国費率
（a）

担当部局名 財政課

市町村名 陸前高田市 電話番号

課長補佐　佐藤　伯一

rt0546@city.rikuzentakata.iwate.jp

都道県名 岩手県

0192-54-2111



※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

基幹
事業

効果
促進
事業
等

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のう
ち、特定市町村又は特
定都道県以外の者が
負担する額を減じた額

(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
効果促進事業等の場

合
（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）
(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

9 ○ D-4-1
災害公営住宅整備事業
(下和野地区)

（陸前高田市）
高田

市
高田町下和野地区の120戸分について、平成25年度中の完成を目指し、平成24年度に引き続き建築工事
を行う。

3/4 1,323,000 1,323,000 1,157,625

合計額 1,323,000 1,323,000 1,157,625

担当者氏名

メールアドレス

（注）「事業番号」は、基幹事業については、「（制度要綱別表の番号）-（同一事業計画中の同種の事業の通し番号）」、効果促進事業等については、「◆（最も関連する基幹事業の事業番号）－（最も関連する基幹事業ごとの通し番号）」となるよう記載する。

（注）「事業名」は実施する事業の内容がわかるように任意の名称を記載する。

（注）「基本国費率」は、各交付担当大臣が定める交付要綱に規定される国費率を指す。（制度要綱第２の１の(３）におけるｂと同様）

（注）「年度間調整額（国費）（e）」は前年度に制度要綱第１の７の④に該当し、様式３を提出した場合に、または事業の進捗に遅れが生じ基金残高がある場合に、様式３の翌年度交付額調整額を記載する。

（注）基金を造成して復興交付金事業等を実施する場合には、（＊）の(b)欄には、当該年度に実施する事業の事業費を、（c）欄には事業費のうち特定市町村又は特定都道県以外の者が負担する額を減じた額を、（d）欄には基金からの取崩額を記載する。

（様式１－４①）

陸前高田市復興交付金事業計画　平成25年度　復興交付金事業等（陸前高田市（町村）交付分）

省庁名：国土交通省

No.

事業の種類

事業名
事業
実施
主体

基本
国費率
（a）

事業番号
（市町村名）
地区名
施設名

平成24年1月時点

年度間調整額
（該当する場合のみ記載）

0192-54-2111

備　考
当該年度の
事業概要

当該年度（＊）

財政課

市町村名 陸前高田市 電話番号

課長補佐　佐藤　伯一

rt0546@city.rikuzentakata.iwate.jp

都道県名 岩手県 担当部局名


